
平成１３年２月期　   個　別　財　務　諸　表　の　概　要 平成１３年 ４月１２日

 

 上 場 会 社 名  イズミヤ株式会社        上場取引所(所属部) 大証・名証・東証市場第一部

 コ ー ド 番 号 ８２６６        本社所在地     　　大阪市西成区花園南１丁目４番４号

 問  合  せ  先    責任者役職名  秘書・広報室長        ＴＥＬ（０６）６６５７－３３１０（ダイヤル・イン）  

   氏       名   田  中   博  和        中間配当制度の有無         有

 決算取締役会開催日     平成１３年 ４月１２日      

 定時株主総会開催日     平成１３年 ５月２４日      

１．１３年２月期の業績（平成１２年３月１日～平成１３年２月２８日）

(1) 経 営 成 績 (単位 ： 百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１３年２月期 339,843 (△ 4.3) △ 4,666 (　　) △ 4,204 (　　)
１２年２月期 355,241 (△ 5.2)    4,060 (11.0)    4,791 (35.6)

１ 株 当 た り 潜在株式調整後 株 主 資 本総 資 本営 業 収 益

当 期 純 利 益 1株当たり当期純利益当期純利益率経 常 利 益 率経 常 利 益 率

百万円 ％     円     銭      円     銭 ％ ％ ％

１３年２月期 △11,644 (　　) △125   91 △10.6 △1.6 △1.2

１２年２月期    3,202 (32.7)  　33   08    32   31    2.7   1.9   1.3

(注) １．期中平均株式数 １３年２月期 92,482,282 株

１２年２月期 96,818,614 株

２．会計処理の方法の変更 有

３．営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 配 当 状 況

          １株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本

中    間 期    末 （ 年 間 ）配 当 性 向配 当 率

     円    銭      円    銭      円    銭 百万円 ％ ％

１３年２月期    16   00    10   00     6   00 1,450 1.4
１２年２月期    20   00    10   00    10   00 1,907 59.6 1.6

(注) 配当金の内訳        １３年２月期  普通配当  １６円００銭        １２年２月期  普通配当  ２０円００銭

(3) 財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本株主資本比率        1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円         銭

１３年２月期 265,885 101,362 38.1 1,161 20
１２年２月期 249,112 118,932 47.7 1,269 84

(注) 期 末 発 行 済 株 式 数      １３年２月期 87,291,365 株

  (額面株式 ・１単位の株式数  1,000 株)      １２年２月期 93,659,365 株

２．１４年２月期の業績予想（平成１３年３月１日～平成１４年２月２８日）

            １株当たり年間配当金

営 業 収 益経 常 利 益当 期 純 利 益 中    間 期    末

百万円 百万円 百万円       円   銭      円   銭      円   銭

 中  間  期 168,000    △ 500 △ 2,600    0   0

 通      期 340,000 　　　　0 △ 2,200  0   0  0   0

(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）    　△25円 　20銭

営  業  収  益 営  業  利  益 経  常  利  益

当  期  純  利  益
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貸 借 対 照 表
(単位：百万円)

           期  別 当      期 前      期            期  別 当      期 前      期

平 成 13年 平 成 12年 増     減 平 成 13年 平 成 12年 増     減

科  目      2月期      2月期 科  目      2月期      2月期

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 44,832 50,698 △ 5,865 流 動 負 債 109,645 83,270 26,375

現 金 及 び 預 金 10,169 12,051 △ 1,881 支 払 手 形 9,443 13,498 △ 4,055

受 取 手 形 3 6 △ 2 買 掛 金 13,630 15,754 △ 2,124

売 掛 金 9,136 8,386 750 短 期 借 入 金 48,319 30,062 18,257

有 価 証 券 2,962 3,677 △ 715 コマーシャルペーパー 17,500 9,000 8,500

商 品 18,098 21,157 △ 3,058 一 年 内 償 還 社 債 5,000 5,000

貯 蔵 品 53 109 △ 56 未 払 金 573 755 △ 182

前 払 費 用 1,464 1,305 158 未 払 法 人 税 等 301 2,379 △ 2,077

繰 延 税 金 資 産 259 259 未 払 消 費 税 181 571 △ 389

そ の 他 2,913 4,557 △ 1,644 未 払 費 用 4,428 5,067 △ 639

貸 倒 引 当 金△ 228 △ 552 324 預 り 金 1,466 1,414 52

設備関係等支払手形 6,101 1,936 4,165

賞 与 引 当 金 913 1,489 △ 576

そ の 他 1,786 1,341 445

固 定 資 産 221,052 198,404 22,648 固 定 負 債 54,876 46,909 7,967

社 債 5,000 △ 5,000

（有形固定資産） (141,810) (127,722) (14,087) 転 換 社 債 4,573 4,573

建 物 ・ 構 築 物 70,353 63,302 7,050 長 期 借 入 金 23,742 22,167 1,575

車輌及び器具備品 4,391 4,178 212 退 職 給 与 引 当 金 12,971 274 12,696

土 地 66,696 59,663 7,032 役員退職慰労引当金 822 958 △ 136

建 設 仮 勘 定 368 577 △ 208 債務保証損失引当金 481 1,773 △ 1,292

預 り 保 証 金 9,199 9,009 190

（無形固定資産） (11,316) (9,181) (2,135) 長 期 未 払 金 3,087 3,154 △ 66

借 地 権 9,119 8,975 144 負 債 合 計 164,522 130,179 34,342

そ の 他 2,196 205 1,991 （ 資 本 の 部 ）

（ 資 本 金 ） (39,066) (39,066) (　　　)

（ 投 資 等 ） (67,925) (61,500) (6,425) （ 法 定 準 備 金 ） (51,298) (51,014) (284)

子 会 社 株 式 1,966 3,263 △ 1,296 資 本 準 備 金 47,069 47,036 33

投 資 有 価 証 券 5,047 12,410 △ 7,362 利 益 準 備 金 4,228 3,978 250

敷 金 及 び 保 証 金 47,876 39,591 8,285 （ 剰 余 金 ） (10,998) (28,852) (△ 17,854)

繰 延 税 金 資 産 7,017 7,017 配 当 平 均 積 立 金 2,433 2,308 125

そ の 他 8,255 6,894 1,361 社 会 福 祉 積 立 金 1,240 1,140 100

貸 倒 引 当 金△ 2,238 △ 659 △ 1,579 圧 縮 記 帳 積 立 金 4,896 5,843 △ 947

特 別 償 却 積 立 金 22 22

圧縮記帳特別勘定 386 1,580 △ 1,193

繰 延 資 産 9 △ 9            積立金

社 債 発 行 費 9 △ 9 株 式 消 却 積 立 金 1,516 752 764

別 途 積 立 金 7,016 11,530 △ 4,513

当 期 未 処 分 利 益△ 6,513 5,698 △ 12,212

（うち当期利益） (△ 11,644) (3,202) (△ 14,846)

資 産 合 計 265,885 249,112 16,772 資 本 合 計 101,362 118,932 △ 17,569

合 計 265,885 249,112 16,772 合 計 265,885 249,112 16,772
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                   損 益 計 算 書
（単位：百万円）

               期    別     当       期     前        期  
自平成12年３月  １日 自平成11年３月  １日 増         減

        科    目 至平成13年２月２８日 至平成12年２月２９日

％ ％ ％
営 営    業    収    益 339,843 100.0 355,241 100.0 △ 15,397 △ 4.3

経 業 売 上 高 331,700 347,464 △ 15,763

損 そ の 他 の 営 業 収 入 8,143 7,776 366

常 益 営    業    費    用 344,510 101.4 351,180 98.9 △ 6,670 △ 1.9

の 売 上 原 価 252,477 261,236 △ 8,759

損 部 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 92,033 89,944 2,088

営 業 利 益 （ 損 失 △ ）△ 4,666 △ 1.4 4,060 1.1 △ 8,726 △ 214.9

益 営 営  業  外  収  益 1,951 0.6 2,284 0.6 △ 333 △ 14.6

業 受 取 利 息 111 70 40

の 外 受 取 配 当 金 298 424 △ 126

損 雑 収 益 1,541 1,789 △ 247

部 益 営  業  外  費  用 1,489 0.4 1,553 0.4 △ 63 △ 4.1

の 支 払 利 息 1,166 1,166 0

部 雑 損 失 323 386 △ 62

経 常 利 益 （ 損 失 △ ）△ 4,204 △ 1.2 4,791 1.3 △ 8,996 △ 187.8

特     別     利     益 11,451 3.4 7,891 2.2 3,560 45.1

特 固 定 資 産 売 却 益 10,332 6,730 3,601

債務保証損失引当金戻入額 1,118 1,118

別 投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,160 △ 1,160

特     別     損     失 27,233 8.0 6,615 1.8 20,617 311.7

損 退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 12,728 12,728

投 資 有 価 証 券 評 価 損 3,171 3,171

益 適 格 年 金 特 別 掛 金 2,249 1,299 949

早 期 退 職 支 援 加 算 金 1,412 306 1,106

の 固 定 資 産 除 却 損 1,373 1,503 △ 129

投 資 有 価 証 券 売 却 損 585 2,232 △ 1,646

部 債務保証損失引当金繰入額 308 813 △ 505

そ の 他 の 特 別 損 失 5,404 461 4,942

△ 19,986 △ 5.9 6,067 1.7 △ 26,054 △ 429.4

124 0.0 2,865 0.8 △ 2,740 △ 95.6

△ 8,467 △ 2.6 △ 8,467 0.0

△ 11,644 △ 3.4 3,202 0.9 △ 14,846 △ 463.6

   前   期   繰   越   利   益 3,434 3,563 △ 129

1,191 1,191

3,842 3,842

3,483 4,969 △ 1,486

3,483 4,969 △ 1,486

64 64

927 970 △ 43

92 97 △ 4

△ 6,513 5,698 △ 12,212

合 併 に よ る 未 処 分 利 益 受 入 額

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額

当期未処分利益（未処理損失△）

税 引 前 当 期 利 益 ( 損 失 △ ）

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 額

法 人 税 等 調 整 額

当 期 利 益 （ 損 失 △ ）

自 己 株 式 消 却 額

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う圧縮記帳積立金取崩高

株 式 消 却 積 立 金 取 崩 額
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　　注記事項

（重要な会計方針）

１．棚卸資産の評価の方法 商                品・・・・・売価還元法による原価法 

２．有価証券の評価の方法 市場性のある有価証券・・・・・移動平均法による低価法（洗替方式）
その他の有価証券・・・・・・・移動平均法による原価法

　従来、市場性のある有価証券の評価基準及び評価方法については、移動平
均法による原価法を採用しておりましたが、当期より移動平均法による低価
法（洗替方式）に変更いたしました。
　この変更により、従来の方法によった場合と比較し、税引前当期損失は35
億57百万円多く計上されております。

３．固定資産の減価償却の方法
       （１）有形固定資産 　有形固定資産の減価償却については、法人税法の規定する方法と同一の基

準を採用しており、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外は定率
法によっております。

       （２）少額減価償却資産 　取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、法人税法の規定に基
づく3年均等償却をおこなっております。

４．繰延資産の処理方法
社債発行費             商法の規定に基づき、３年間で毎期均等額を償却する方法。

５．引当金の計上方法
貸倒引当金        　法人税法の規定に基づく法定繰入率による同法限度相当額のほか、個別に

見積もった必要設定額。
賞与引当金        　支給対象期間に対応する見込額
退職給与引当金    　退職一時金及び年金制度における将来支給予測方式に基づく現価額から年

金資産の評価額を控除した額を退職給与引当金の残高基準として計上してお
ります。
　従来、期末自己都合による要支給額の４０％を計上しておりましたが、当
期より退職時の支給見込み額を基礎とした現価方式による退職金見積り額か
ら年金の資産を控除した額を退職給与引当金として計上する方法に変更しま
した。
　この変更に伴い、当期末における積立不足額 127億28百万円を特別損失と
して計上しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比較し、税引前当期損失が同額多く
計上されております。

役員退職慰労引当金   　内規に基づく期末要支給額。なお、同引当金は、商法第287条ノ２に規定
する引当金であります。

債務保証損失引当金   　子会社等に対する債務保証に関して生じる損失に備えるもので、相手先の
財政状態等を勘案して個別的に設定した損失見積額。
　なお、同引当金は商法第287条ノ２に規定する引当金であります。

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
スリース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており
ます。

７．消費税及び地方消費税の会計処理方法 　税抜方式を採用しております。

８．税効果会計の適用 「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に関する
規則」が改訂されたことにより、当期より税効果会計を適用しております。
　この変更により、税効果会計を適用しない場合に比べ、繰延税金資産が72
億76百万円（流動資産 2億59百万円、投資等70億17百万円）が新たに計上さ
れるとともに、当期損失は84億67百万円、当期未処理損失は111億18百万円
少なく計上されております。

９．自社利用のソフトウェア 　前期まで投資等の｢その他｣に計上していた自社利用のソフトウェアについ
ては、｢研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針｣（日本公
認会計士協会会計制度委員会報告第12号　平成11年３月31日）における経過
措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採用しております。
　ただし、同報告により上記に係るソフトウェアの表示については、投資等
の｢その他｣から無形固定資産の｢その他｣に変更し、減価償却の方法について
は、社内における利用可能期間（５年）に基く定額法によっております。

（貸借対照表関係）
       当      期      前      期      増      減

１．子会社に対する短期金銭債権 8,684 百万円 8,262 百万円 421 百万円
                            長期金銭債権 4,885 百万円 5,456 百万円 △ 571 百万円
                            短期金銭債務 1,628 百万円 1,224 百万円 404 百万円
                            長期金銭債務 86 百万円 185 百万円 △ 99 百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 100,942 百万円 94,488 百万円 6,453 百万円
３．自己株式の数 1,502 株 1,691 株 △ 189 株
              及び貸借対照表価額 0 百万円 1 百万円 0 百万円
４．貸借対照表に計上した固定資産のほか、コンピューター設備及び一部店舗内装設備等についてはリース契約により使用
    しております。
５．担保に供している資産 21,348 百万円 17,918 百万円 3,430 百万円
６．保  証  債  務 2,375 百万円 2,975 百万円 △ 600 百万円
７．当期中の発行株式数6,368,000株の減少は、利益による自己株式の消却によるものであります。
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 （損益計算書関係）

１．子会社との取引高

       当      期      前      期      増      減

     売    上    高 6,382 百万円 6,440 百万円 △ 58 百万円

     その他の営業収入 1,379 百万円 1,502 百万円 △ 123 百万円

     仕    入    高 22,273 百万円 20,048 百万円 2,225 百万円

     営業取引以外の取引高 709 百万円 408 百万円 300 百万円

 （リース取引関係）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
    ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

          当      期           前      期
取 得 価 額 減 価 償 却 累 期 末 残 高 取 得 価 額 減 価 償 却 累 期 末 残 高
相 当 額 計 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 計 額 相 当 額 相 当 額

（有形固定資産） 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
建 物 ・ 構 築 物 412 84 327 236 38 197

車輌及び器具備品 14,962 4,093 10,868 10,130 2,291 7,839

（無形固定資産）
そ の 他 303 169 134 －　 －　 －　

（ 投 資 等 ）
そ の 他 －　 －　 －　 303 109 193

合 計 15,678 4,347 11,330 10,670 2,439 8,230
(注) (注)
  1. 取得価額相当額の算定は、   1. 取得価額相当額の算定は、
     未経過リース料期末残高が      未経過リース料期末残高が
     有形固定資産の期末残高等      有形固定資産の期末残高等
     に占める割合が低いため、      に占める割合が低いため、
     支払利子込み法によってお      支払利子込み法によってお
     ります。      ります。
  2. 「（無形固定資産）その他」は、   2. 「（投資等）その他」は、
     「ソフト開発費」でありま      「ソフト開発費」でありま
     す。      す。

    ②未経過リース料期末残高相当額
     当       期      前       期      増       減

          １    年    内  2,292 百万円 1,615 百万円 676 百万円
          １    年    超 9,038 百万円 6,614 百万円 2,423 百万円
          合          計 11,330 百万円 8,230 百万円 3,100 百万円

（注）未経過リース料 （注）未経過リース料
    期末残高相当額の     期末残高相当額の
    算定は、未経過リ     算定は、未経過リ
    ース料期末残高が     ース料期末残高が
    有形固定資産の期     有形固定資産の期
    末残高等に占める     末残高等に占める
    割合が低いため、     割合が低いため、
    支払利子込み法に     支払利子込み法に
    よっております。     よっております。

    ③支払リース料及び減価償却費相当額

     当       期      前       期      増       減
          支払リース料  1,943 百万円 1,412 百万円 531 百万円
          減価償却費相当額 1,943 百万円 1,412 百万円 531 百万円

    ④減価償却費相当額の算定方法

         リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
    当         期     前         期     増         減
    未経過リース料     未経過リース料

          １    年    内  5,025 百万円 2,517 百万円 2,507 百万円
          １    年    超 65,741 百万円 31,745 百万円 33,995 百万円
          合          計 70,766 百万円 34,263 百万円 36,503 百万円
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                       利  益  処  分  案
（単位：百万円）

                      期   別 当      期 前      期 増      減

 科   目 （平成13年2月期） （平成12年2月期）

当 期 未 処 分 利 益 △ 6,513 5,698 △ 12,212

配 当 平 均 積 立 金 取 崩 額 2,433 2,433

社 会 福 祉 積 立 金 取 崩 額 1,240 1,240

圧 縮 記 帳 積 立 金 取 崩 額 109 245 △ 136

特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 3 3

圧縮記帳特別勘定積立金取崩額 386 1,580 △ 1,193

株 式 消 却 積 立 金 取 崩 額 752 △ 752

別 途 積 立 金 取 崩 額 7,016 5,000 2,016

合　　　　　　計 4,674 13,276 △ 8,601

          これを次のとおり処分します。

利 益 準 備 金 53 97 △ 44

利 益 配 当 金 523 936 △ 412

役 員 賞 与 金 33 △ 33

（ う ち 取 締 役 賞 与 金 ） （－） (28) (△ 28)

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （－） (4) (△ 4)

配 当 平 均 積 立 金 125 △ 125

社 会 福 祉 積 立 金 100 △ 100

特 別 償 却 積 立 金 55 △ 55

圧 縮 記 帳 積 立 金 386 2,829 △ 2,443

圧 縮 記 帳 特 別 勘 定 積 立 金 665 △ 665

株 式 消 却 積 立 金 5,000 △ 5,000

次 期 繰 越 利 益 3,711 3,434 277

(注） １．平成12年11月10日に927百万円（１株につき10円00銭）の中間配当を実施いたしました。

      ２．圧縮記帳積立金取崩額は、租税特別措置法及び震災特例法に基づくものであります。

          また、特別償却積立金取崩額ならびに圧縮記帳特別勘定積立金取崩額、圧縮記帳積立金は、租税特

          別措置法に基づくものであります。

１株当たり配当金

平成13年2月期 平成12年2月期

年間 中間 期末 年間 中間 期末

円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭

普 通 株 式 16  00 10  00  6  00 20  00 10  00 10  00
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役  員  の  異  動

１. 代表者の異動 該当事項はありません。

２. その他の役員の異動

（１）新任取締役候補

取締役 吉田　哲郎 （ 現　食品統括部長　　　 　　）

取締役 佐藤　斌 （ 現　関東本部長　　　　　　 ）

（２）新任監査役候補

監査役 司馬田　洌二郎 （　現　人事統括部付担当部長　）

（３）退任予定取締役

専務取締役 河村　晋介

取締役 中尾　恒夫 （　イズミヤビジネスサービス㈱
　　　　代表取締役社長（現任））

（４）退任予定監査役

監査役（常勤） 西島　多喜男
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